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資料：長谷工総合研究所作成。2013年は1～9月実績

(戸)

超高層マンションの供給動向
㈱長谷工総合研究所（東京都港区、社長：久田見 卓）では、表題のレポートをまとめました。

レポートの全文は、11 月 25 日発行の「ＣＲＩ」12 月号に掲載いたします。

2013年になって、首都圏、近畿圏共に超高層マンションの供給戸数が増加しています。2013年1～9月の超高

層マンションの供給戸数は首都圏で8,287戸、近畿圏で4,862戸と前年同期を大きく上回り、首都圏、近畿圏に

おける新規供給戸数全体の供給増の一因となっています。今月号のレポートでは、20階建以上のマンションを

超高層マンションとして、首都圏と近畿圏における供給動向の分析を行いました。

【超高層マンションの供給動向】

首都圏と近畿圏での超高層マンションの供給戸数の推移をみると、首都圏では2005年に1万5,390戸の供給

が行われた後、2011年に6,112戸に減少したが、2013年1～9月には8,287戸と前年同期(4,117戸)の約2倍と

なり、首都圏全体の供給戸数に占める割合も20.9％と初めて20％を上回った。また、近畿圏でも2005～2007

年の4,000戸超から2008年に2,719戸に減少したが、2012年には5,332戸、2013年1～9月では前年同期(3,214

戸)比51.3%増の4,862戸に増加し、近畿圏全体の供給戸数に占める割合も25.5％と過去最高値となった。

 2013年1～9月の新規供給戸数全体は首都圏で前年同期比28.7％増の3万9,718戸、近畿圏で同比17.9％増の

1万9,094戸に増加しているが、こうした供給増の要因の一つは超高層マンションの供給増といえる。

【地域別の供給状況】

 2000年以降の超高層マンションの地域別の供給状況をみると、首都圏では都内23区、近畿圏では大阪市が

供給の中心で、構成比で50％を上回る年が多くなっている。最近の動きをみると、都内23区の構成比は2011

年が54.4％、2012年は61.8％、2013年1～9月では74.4％に高まっている。また、大阪市の構成比は2011年

は56.5％、2012年は52.0％、2013年1～9月には62.9％に高まっている。

 都内23区と大阪市各区における2005年1月～2013年9月までの累計供給戸数をみると、都内23区では江東区

が１万2,215戸で最も多く、次いで港区(8,713戸)、中央区(4,574戸)の順。区毎の新規供給戸数全体に占

める割合をみると、江東区で56.3％、港区で68.6％と、この2区は50％を上回っている。

 大阪市では北区(4,562戸)が最も多く、次いで中央区(3,131戸)、西区(2,981戸)、福島区(2,233戸)の順で、

この4区は2,000戸を上回っている。新規供給戸数全体に占める割合は、西区(59.4％)福島区(58.9％)、北

区(57.3％)は50％を上回り、中央区も40.5％と、超高層マンションが供給の中心となっている。

【販売状況】

超高層マンションの初月販売率は、首都圏、近畿圏ともに2005～2007年は80％を上回っていたが、価格の

上昇やリーマン・ショックなどの影響もあって、首都圏では2008年に65.2％、近畿圏では2009年に64.5％

に低下した。しかし、その後、回復基調に転じ、2013年1～9月では首都圏で84.8％、近畿圏でも82.7％と

80％を上回り、ともに好調な売れ行きとなっている。再開発物件などの好立地物件の供給増に加え、防災

等への備えを強化し、その対応を丁寧に説明していることも販売率回復の一因と思われる。
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